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動物学研究所(Institute of Zoology)
1826年に設立、ロンドン動物学協会（Zoological Society of London:ZSL）
は、科学、環境保全、教育に関する国際的な団体である。その使命は、
動物とその生息地を保全することである。ZSLは、ロンドン動物園とホ
イップスネイド動物園で運営され、科学的な調査をおこない、野生生物
の現地での保全に取り組んでいる。また、ZSLはWWFとともに「生きて
いる地球指数（Living Planet Index:LPI）」を管理している。

WWF
WWFは世界で最も経験豊かで規模の大きい自然保護団体のひとつであ
る。現在、世界各国で500万人のサポーターの支援を受け、100 ヵ国以上
で活動している。WWFの使命は、地球環境の悪化を食い止め、人類が
自然と調和する社会を築くことであり、そのために世界の生物多様性を
守り、再生可能な自然資源の持続可能な利用が確実に行われるようにし、
環境汚染と浪費的な消費の削減をすすめている。

引用
WWF. 2018. Living Planet Report - 2018: Aiming Higher.  
Grooten, M. and Almond, R.E.A.(Eds). WWF, Gland, Switzerland.

デザイン、インフォグラフィックス: peer&dedigitalesupermarkt

表紙の写真: © Global Warming Images /WWF  
Children dive into the sea at sunset, Funafuti, Tuvalu

Living Planet Report® および  
Living Planet Index®　は 
WWFインターナショナルが 
商標登録している
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自然と人類のために今すぐ
必要な新たな取り組み：
人類がその歴史の中で、今ほど　－今私たちが立っているこの瞬間
ほど－　大きな変革に迫られている時代は無い。

人類が地球環境を深刻な危機に追いこんでいることは、以前から明
らかにされてきた。この最新版の「生きている地球指数（Living 
Planet Index）」では、過去わずか40年間で野生生物の個体数が60％
減少したことが示されている。この衝撃的な数値は、地球環境の深
刻さを示すものであり、人類が地球にかけている負荷の大きさを示
す、決定的な指標である。

科学はこれまで、人類による地球環境への影響の結果を、はっきり
示してはこなかった。

私たちは、トラ、パンダやクジラなどをはじめ、地球上すべての驚
くべき生物の多様性を尊重している。しかし、自然保護の課題は、
その存続をはかることだけではない。人の暮らしを含めた、環境の
保全という、より大きなものである。私たちの日々の生活、健康と
暮らしは、健全な地球環境により支えられている。その生命の輪、
生物多様性が、不安定な気候や、水産資源の枯渇した海、劣化した
土地、森林の乱伐などで損なわれれば、人類の未来もまた、健康か
つ幸せで豊かなものになるはずがない。

今後、何年間かの間に、私たちは「脱炭素」すなわち二酸化炭素を
放出する石油や石炭などに頼らない、カーボンニュートラルの社会
に急いで移行し、自然の損失を食い止め、回復させる必要がある。
その方法は、環境保全への投資と、二酸化炭素を出さないクリーン
エネルギーの拡大、そして環境に配慮した食糧生産への転換である。
さらに私たちは、すべての生命を維持する上で必要な陸地と海洋を、
十分な広さで保全、復元しなければならない。

真の意味で歴史的な変革に、関わることのできるチャンスを与えら
れた人はめったにいない。しかし、私たちはまさにそうである。

2020年は、持続可能な開発目標（SDGs）、パリ協定、そして生物多
様性条約を通して、持続可能な発展を目指したこれまでの取り組み
を振り返るときである。そして、今、世界は新しい「自然と人類の
ための世界的な取り組み」に挑戦する時である。

どの道を選ぶかは私たち次第である。
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WWFインターナショナル
事務局長　
マルコ・ランベルティーニ
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はじめに
私たちは、地球が急速に、また過去に例をみない規模で変化してい
る時代を生きている。事実、多くの科学者は、増え続ける消費、そ
れに伴って増えるエネルギー、土地、水の利用によって、「人新世（ア
ントロポセン）」とも呼ばれる、新たな地質時代に突入したと提唱す
る。人類＝ホモ・サピエンス（Homo sapiens）というただ1つの種が、
環境全体に、このような大きな影響を与えているのは、地球の歴史上、
初めてのことである。

「大加速時代」と呼ばれる、この急速な地球環境の改変は、人類が多
くの利益を追求する中で生じてきた。しかし現在、私たちが手にし
ている健康や富、食糧や安全保障の向上と、その便益が不平等な形
で分配されることが、自然環境の劣化に、さまざまな形で関係して
いることも明らかになっている。生物多様性に支えられた自然は、
人類の社会の基盤を支える豊かなサービスを提供しているが、一方
で、その過剰な利用が、自然と生物多様性を急速に消失させている。
生物多様性条約のような国際的な合意は、この消失を阻止すること
をめざした善意の試みだが、私たちは今のところ成功していない。
現在かかげられているその目標と、実現のための行動は、うまく行
っているものもあるが、問題の大きな改善にはつながっていない。
温暖化の防止による気候の安定と、持続可能な開発を実現する約束
の達成には、自然と生物多様性が消失し続ける今の流れを逆転させ
ることが重要である。

1998年以降、地球環境の健全性を科学的に評価し、世界に示唆を与
えてきた「生きている地球レポート（Living Planet Report）」は、
地球規模での生物多様性の状態を明らかにしてきた。創刊から20年
を経た画期的な記念号となる「生きている地球レポート 2018」は、
最も高い信頼に値する最先端の科学研究に基づき、人類が地球環境
の健全性に及ぼす影響について、さまざまな見解を紹介している。
2018年版レポートの制作にあたっては、大学、政策、国際的な開発
機関、また環境保全団体に所属する50人以上の専門家が貢献した。

地球環境の保全を求める声をより大きくしていくことは、生物多様
性が消失を続ける傾向を回復させる上で欠かせない要素である。な
ぜなら、地球上の何万もの野生生物が絶滅するとしても、各国の指
導者たちはこの問題にそれほど注目しておらず、現状を変えてゆか
なければならないという意識も持っていないからである。危機感を
持つ私たちは連携し、「自然と人類のための国際的な取り組み」の必
要性を提唱している。その取り組みとは、増加する世界人口を養う
こと、地球の平均気温の上昇を1.5℃より低く抑えること、そして自
然の回復に真剣に取り組むことである。

生物多様性に支えら
れた自然は、現代社
会の基盤を形成する
豊かなサービスを提
供している。しかし、
自然と生物多様性
は、急速に失われ続
けている
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自然は、生物多様性
の恩恵をもたらす家

食糧、避難場所、
薬をもたらす場
としての自然

自然はきれいな水や
空気、健全な土壌を

もたらす

自然は私たちを
元気づける

近代社会は、自然の恵みにより、支えられ、成り立ってきた。そし
て今も自然は、私たちの健康、富、食糧、安全保障の確保にとって、
計り知れない重要な要素である1〜3。また将来、数々の生物がどのよ
うな便益をもたらしてくれるかもまだ明らかではない。私たちと自
然システムのつながりを知れば知るほど、自然は「ただあればいい」
というものではないことがわかる。

すべての経済活動は、自然が提供するサービスに依存しており、最
終的にはその価値が年間でおよそ1京4,000兆円（125兆米ドル）とも
推定されている4。政府、企業および金融業界は、地球環境の危機の
調査を始めている。それは、土地劣化、水の影響、気候変動などが、
国、社会のさまざまなレベル、また金融市場のマクロ経済活動に、
どのような影響を及ぼすかである。

図1　
人間にとっての自然の大切さ
自然は私たちが生きていくの
に不可欠なものやサービスをも
たらす。2016年Van Oorschot
らから5。
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大加速時代
私たちは地球の45億年の歴史の中で、特異な出来事といえる「グレートアクセラレーション」
の時代を生きている。爆発的な人口の増加、経済成長にともなうエネルギーや土地、水への
需要の拡大は、過去に例のない地球規模の環境変化を引き起こしている（図２）6,7。これは非
常に大規模で、多くの研究者は、新しい地質時代「人新世」8,9に入りつつあると考えている。
これらの変化は、好ましいもの、また、好ましくないものを問わず、すべてお互いに関係し
ている。人類の発展と福祉の向上も、健全な自然システムに関係・依存しており、これ無く
して人類の発展と福祉はない。
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図2  大加速時代
産業革命が始まって以来、人間活動の変化は加速している。特に、1950年代頃を境にあらゆる変化が大きくなっており、この時
期を境に、人間活動の変化(左ページ図)が劇的に地球環境に影響（右ページ図）を与えていることがわかる。（これらの図は
Steffen et al., 2015 7によるもので、文献は原文に記載されている）
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これまでの脅威、新たな脅威
ネイチャー誌に投稿している研究者たちは、最近の論文で、IUCN（国
際自然保護連合）のレッドリストに記載されている8,500以上の絶滅危
惧種あるいは近絶滅種が直面している脅威を分析した10。それによると、
種（しゅ）の減少が示す生物多様性劣化の主因は、いまだに過剰な捕
獲や利用、そして農業による開発である。実際、1500年以降に絶滅し
たすべての植物、両生類、爬虫類、鳥類、哺乳類種の75%は、過剰な
利用あるいは農業活動、その両方から影響を受けている。

過剰な利用や農業開発以外に、外来生物も大きな絶滅の原因となってい
る。外来生物が拡散する理由は、主に貿易に伴う輸送などである。また、
農業による土壌や水の汚染、ダム開発、火災、鉱山開発などによる汚染
と攪乱も、圧力要因のひとつである。気候変動（地球温暖化）の影響も、
ますます大きくなり、すでに生態系、野生生物、さらには遺伝子レベル
でも影響が及び始めている11。

要因 圧力 生態系
サービス脅威 生物多様性

消費

生産

市場

金融

統治

農業

林業

漁業と狩猟

エネルギーと
輸送

鉱業

社会基盤

生息地の
消失と劣化

過剰利用

気候変動

汚染

外来種

生態系

野生生物 供給サービス

調整サービス

基盤サービス

文化的サービス

「銃器、漁網、ブル
ドーザー…　昔から
の 脅 威 は、 現 在 も
野 生生物を絶 滅に
追い込む主因となっ
ている」。
MAXWELL ET AL. 2016 10

図3　自然への脅威とその背
景にある要因と圧力
農業や過剰な捕獲・利用によ
る生息地の消失は、今も続く
生物多様性と生態系への最大
の脅威である。
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溶ける氷山（北極海グリーンランドのカーナーク海岸で）
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図４　国別　エコロジカル・
フットプリント　2014
エコロジカル・フットプリント
の総計は、各国の総人口と消
費の関数。一国の消費とは、
その国のエコロジカル・フット
プリントに、他国からの輸入を
加え、輸出を引いたもの。

世界における消費の現状
野生生物の過剰な利用と、拡大を続ける農業開発の背景には、増大し続ける人間による消費が
ある。私たちの自然資源の消費の規模を示す1つの指標「エコロジカル・フットプリント」は、
過去50年間で、約190％増加した12。より持続可能なシステムを構築するためには、生産、供給、
消費、それぞれの活動に、大きな変革を起こす必要がある。そのため、生産や消費に関係する
複雑な要因が、地球のどこに存在し、どのようにお互いに結びついているのか、何が関わって
いるのかを、生産現場から小売店まで、詳細に理解する必要がある13〜15。

1.75 – 3.5 gha

3.5 - 5.25 gha

5.25 – 7 gha

> 7 gha

データ不明

<1.75 gha

凡例
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国レベルで一人当たりのエコロジカル・フットプリントを見ると、世界の資源がどこで多く消
費されているのかがわかる（図4）16。国によってみられるエコロジカル・フットプリントの特
徴は、住民が消費する食糧、商品、サービスの量、自然資源の使用量、これらの商品やサービ
スを提供する際に排出される二酸化炭素の量などを示す。総じて、ライフスタイルや消費パタ
ーンの違いを表すものである17。
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陸上の環境への脅威と圧力
2018年3月、「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学‐政策
プラットフォーム（IPBES）」は、土地劣化と再生評価（LDRA）につい
ての最新版を発表した。これによると、人間活動の影響を実質的に受け
ていないのは、地上の4分の1にとどまり18、現状のままでは、2050年ま
でにこの割合は10分の1まで減少すると予測している。湿地（ウェットラン
ド）はもっとも影響を受けている生態系で、近代になってその87％が失
われている。

土地劣化に追い込んでいる直接的な原因の典型は、それぞれの地域で
見られる不適切な土地資源の管理である。しかし、その背景には、環
境破壊によって低下を続ける生態系の生産能力を超えた規模での、自然
資源に対する需要などがある。

陸地環境の劣化には、森林の減少も含まれる。ただし、その速度は、
世界的に見ると穏やかになりつつある。これは、世界で最も生物多様性
が豊かな熱帯林で加速している、森林再生と植林の効果による19。熱帯
および亜熱帯に位置する46カ国で実施された、ある調査では、2000年か
ら2010年までの間に行なわれた、大規模な商業プランテーションおよび
地元の小規模な自給農業による自然林から農地への転換は、それぞれ約
40％および33％を占めていた20。また、残りの森林減少の要因の27％を
占めたのは都市の拡大や、道路交通網などインフラの拡大、そして鉱山
開発によるものであった（これはFAO FRA 2016でさらに調査されている）
21。

進行する一連の劣化は、野生生物、その生息環境の質、生態系の機能に、
多くの影響を及ぼしている。負の影響には、生物多様性の消失（例えば、
森林破壊による）や、生息地や生物多様性による機能の低下（例えば、
土壌形成など）など、直接的なものと、最終的に生息地や機能、生物種
の多様さや多さに影響を及ぼす間接的なものがある（図5）。

湿地はもっとも影響
を受けている生態
系。 そ の87%が 近
代以降に失われてい
る。
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「荒廃した土地環境の再生は、初期投資が大き
いにも関わらず、長期的なコストと社会への利
益を考慮すれば、費用対効果が優れているとい
える。地上の生命の基盤の弱体化を食い止め、
回復するには、十分に調整された緊急の行動が
必要である」
 
ロバート・ショールズ（ウィットウォーターズランド大学、IPBES土
地劣化と再生評価共同議長）

機能の崩壊

生息地破壊

生物多様性の直接的損失

土地利用の選択肢環境
（公害、劣化、

排出）

図5：土地利用の選択が生物
多様性に及ぼす直接的および
間接的な負の影響
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大地の中の「特別」な存在
地球上の生命の1/4は地表より下に存在する22。すなわち土の中であ
る。土壌の生物多様性は、微生物（顕微鏡でのみ見ることのできる
カビやバクテリアなど）、微小動物（体長が0.1mm以下の線虫やクマ
ムシなど）、中型動物類（体長が幅0.1 ～ 0.2mmのダニやトビムシ類
を含む無脊椎動物）、大型土壌動物（体長が幅2 ～ 20mmのアリ、シ
ロアリ、ミミズなど）と大型動物（幅20mm以上のモグラのなど）か
らなる。

これらの地中生物は、土壌の物理的構造および化学組成に影響を与
える。二酸化炭素の固定化や温室効果ガスの排出、植物による栄養
素の摂取など、重要な生態系の機能を稼働させ、調整するのに不可
欠な存在である。それらはまた、将来の医療に役立つ物質の宝庫で
あり、新しい病原体や害虫への新しい生物学的制御の見本となる。

図６　土壌の多様性への潜在
的脅威
すべてのデータセットは0-1のス
ケールで調整要約している。
合計スコアは5つのリスク段階

（非常に低いから非常に高いま
で）に分類している22。

低い

中間

高い

非常に高い

データなし

水

氷

非常に低い

凡例
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最近発表された地球土壌生物多様性アトラス（Global Soil Biodiversity 
Atlas）は、世界の土壌生物多様性への脅威の可能性を初めて明らか
にしている22。地上の多様性の消失、汚染と養分の過負荷、過剰放牧、
集約型農業、火災、土壌侵食、砂漠化と気候変動、この8つの潜在的
なストレス要因を、土壌生物に組み合わせることで、リスク指標が
作られている。これらはまた、脅威ごとの空間分布を表すように選
択されている。 図6は、指標スコアの分布を示すもので、土壌生物に
対する脅威の分布を、地球規模で評価する初の試みである。

リスクが最も低い地域は、主に北半球の北部に集中している。これ
らの地域は、間接的な影響（気候変動など）が将来、より深刻にな
る可能性が残るものの、一般的には直接的な人為的影響（例えば農業）
を受けにくい、といった特徴がある。当然ながら、リスクが最も高
いのは、集約型農業、増加する都市化と汚染など人間活動にもっと
も晒されている地域である。
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花粉媒介者たち
ミハエル・ガラット、トム・ブリーズ、ディーパ・セナパティ

（リーディング大学）

顕花植物の大部分は昆虫や他の動物によって受粉する。動物を介
して受粉する野生植物種の割合は、温帯地域の群落では平均78％、
熱帯地域の群落では94％にのぼると推定されている23。分類学的
に言えば、花粉媒介者は、2万種以上のハチ、他の多くのタイプ
の昆虫（例えば、ハエ、チョウ、ガ、大型のハチおよびカブトムシ）、
それにある種の鳥類およびコウモリ類の脊椎動物を含む多様なグ
ループである。ほとんどの花粉媒介者は野生の生物であるが、数
種のミツバチ（Apis mellifera、Apis cerana）やマルハナバチ、
少数の単独性のハチは、人為的に飼育され管理されている24。

私たちの食糧生産は、これらの花粉媒介者に大きく依存している。
世界の主要作物の75％以上が自然界による送粉の恩恵を受けてい
るが25、これらの作物の中の、特に果物や野菜は、人間の主要な
栄養源である。リンゴ、アーモンド、脂肪を多く含む種子（ナッ
ツなど）の作物を、大規模かつ集約的に生産し、高い収穫量を得
るには、昆虫による受粉が欠かせない26〜28。これはまた、途上国
の小規模農家の作物も同様である。途上国では、豊富に存在する
野生の花粉媒介者が作物の生産量を大きく増加させている29。経
済面からみれば、受粉は世界の作物生産の栽培者への価値だけで
も年間約26兆3,200～64兆6200億円（2,350〜5,770億ドル）にのぼり、
さらには安定供給を保証することによって、消費者価格の引き下
げにも貢献している30。

しかし、農業の集約化と市街地の拡大にともなう土地利用の変化
は、こうした花粉媒介者減少の主因の１つとなる。特に、花粉を
媒介する野生動物の採食場所や営巣に必要な材料を提供する自然
が劣化したり消滅した場合に、この影響は顕著になる。生息環境
の多様性を改善し、土地の管理計画中に、農業に利用しない地域
を組み込むなど、花粉媒介者の減少を改善し増加させることで、
生態系サービスの向上が可能となる31。生息環境の多様性と連続
的な広がり守っていくための景観規模での保全は、花粉媒介者の
保護にも焦点を当てる形で、いくつかの国や、国際的な取り組み
として行なわれている32。花粉媒介者の豊富さと多様性、健全性
は現在、気候変動や外来生物、病気や病原体をはじめ、多くの脅
威にさらされている。これを緩和するためには、地域あるいは国
内、また国際的な観点での適切な措置が必要である24。

アカオマルハナバチ（Bombus lapidarie）は広範囲に一般的に生息するマルハナバ
チのー種。多くの作物種にとって非常に重要な送粉者である。
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図7：世界の「生きている地
球指数　1970 ～ 2014」
世界各地で観測した4,005種、
16,704の個体群は、平均で60
％減少した。 白線は指標値、
色のついた部分は信頼限界を
示す（範囲：-50〜-67％）34。

世界の生きている
地球指数

信頼限界

凡例
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生きている地球指数
生きている地球指数（LPI）は、世界の生物多様性の状態と、地球の
健康状態を示す指標である。1998年に初めて発表され、以後20年に
わたり、世界中の何千種もの哺乳類、鳥類、魚類、爬虫類、両生類
の個体群サイズの変化を追跡している。そこに現れる傾向は、生物
多様性の変化を知る尺度である33。収集された各野生生物種の個体群
データは、世界全体の指数（グローバルインデックス）を示すと同
時に、陸域、淡水域、海洋、また熱帯や温帯など、グループ分けさ
れた形で、特定の条件下での傾向をも示すものとなっている。

今回発表されたLPIには、多くの指標において共通の開始年とされて
いる1970年から2014年までのデータが含まれている。1970年以前あ
るいは2014年以降については、十分な情報がなく、意味のある指標
が作れない。これは、意味のあるデータの収集、処理、公開に時間
がかかり、LPIに追加するまでに時間差が生じているためである。

データの利用が可能なすべての野生生物と地域に関する評価に基づ
いて計算されたグローバルインデックスは、1970年から2014年の間
に、60％減少したこと（図7）。言い換えれば、50年にも満たない間に、
評価対象となった脊椎動物の個体群サイズが半分をゆうに超えるレ
ベルで減少したことになる。
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カットオフ年
十分なデータがそろう最新の年のこと。現在のカットオフ年は2014年である。指標の最終年
はデータの有無によって決まる。追跡しているデータを収集、処理、公開するのに時間がか
かり、LPIに追加するまでに時差が生じる。

基準値
LPIでは、1970年時点の指数数
値を1としている。LPIと信頼
限界がこの基準値から離れる
と、1970年に比べて増加また
は減少していると言える。

「生きている地球指数」をどう解釈するか 
「生きている地球指数」は、地球全体の指数、あるいは特定の地域に限った指数であっても、
すべて共通で、野生生物種の個体群の平均変化率を基にしている。これらの個体群は、データ
ベースに集積される、22,000以上の哺乳類、鳥類、魚類、爬虫類および両生類の個体群に関す
る情報に基づいており、実際の指数は、16,700を超える個体群の数値より計算されている。場
所や調査時期の重なるいくつかの個体群については、ダブルカウントを避けるため、グローバ
ルインデックスを計算する際には含めていない。

GLOBAL
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指
標
値

(1
97

0=
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信頼限界
この数値は個体群サイズの相対的な平均変化を示す。色
付き部分は95％の信頼限界を示し、個体群サイズの絶対的
な値の変化を表してはいない。

図8　「生きている地球指数」
について
LPIを理解するのに最も重要
な単語の説明
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新北区

新熱帯区

「生きている地球指数」が示す脅威
LPIではすべての淡水と陸上の個体群を、5つの主要生物地理区（Olsonらが、2001年に、明確
な種の集まりを基に定義した領域35）の1つに割り当てている。そして、その領域の種の個体
数だけのインデックスを再計算し、可能な場合には、地理区ごとの脅威が一覧で表示される。
これにより、私たちは世界のどの地域で、どのように生物多様性が変化しているかを、個別
に深く理解することができる。また、各地域における生物多様性への脅威が、LPIの変化に繋
がっているかどうかについても、認識させてくれる。

種（しゅ）の個体群減少は、特に熱帯で顕著であり、中南米を主とする新熱帯区は、1970年
に比べて89％という最も劇的な減少を示している。新北区（北米）および旧北区（ユーラシア）
の個体群の減少は、それぞれ23%と31%で、やや緩い減少傾向にある。生息環境の劣化と喪失は、
すべての地理区から報告されている脅威である。しかし、地理区と分類群によって、いくつ
かの注目すべき違いがある。

過剰利用

外来生物および疾病

汚染
気候変動

（地球温暖化）

生息環境の劣化/喪失

凡例
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旧北区

熱帯アフリカ区

インド太平洋区

図9：「生きている地球指数」と脅威
の分布
LPIグラフの白い線は指標値を、色
付き部分は傾向を囲む信頼限界（統
計的信頼性95％）を示している。ま
た、LPIデータベースは、世界のLPI
の個体群の4分の1以下である3,789の
個体群が直面している脅威について
記録している。 個体群は複数の脅威
に直面している可能性がある34。
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生物多様性のさまざまな
指標が物語るもの
生物多様性：複数の指標を必要とする
多面的なコンセプト
生物多様性はしばしば「生命の網」と呼ばれる。植物、動物、微生
物など、さまざまな生物すべてと、それらが作っている生態系である。
種（しゅ）および種間の多様性を含め、小さな研究ポイントから地球
全体まで、あらゆる地理的な規模で、この多様性は広がっている46。

野生生物、および私たちの周りの自然システムは、さまざまな形で
人類のもたらす圧力や保全対策に反応している。これらの変化をす
べて把握する手段はない。そのため、生物多様性の変化を理解し、
生物多様性保全目標への進展を追跡し、効果的な保全計画を策定す
るためには、さまざまな評価基準と指標が必要となる。

さらに、生きている地球指数は1970年を基準値として、個体群の変
化を基に計算しているが、哺乳類60%、両生類64％、鳥類92％、爬
虫類52％の個体群変化しかとらえていない47。他の分類群については十
分なデータが無いため、他の尺度や生態学的モデルが観測データの
欠如による限界を補う。

個体群の変化を示したデータは、生物多様性の変化を追跡する1つの
手段にすぎない。次の3つの生物多様性に関する指標は、「生きてい
る地球指数」を補完し、その傾向をより広い背景のもとで知ること
ができる。その3つとは、種分布の変化を測定する「種の生息地イン
デックス(Species Habitat Index)」、絶滅の危機を追跡する「IUCNレ
ッドリストインデックス（IUCN Red List Index,）」、生物多様性の
構成要素の変化を示す「生物多様性完全度指標（Biodiversity 
Intactness Index　図11）」である。これらのいずれもが、生物多様
性の継続的な減少という同じ状況を示している。

絶滅のリスク

個体数

種構成

分布
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カメラトラップを使った調査では、インドのジャンム・カシミール州のラダック東部の高地、ヘミス国
立公園で絶滅のおそれのあるユキヒョウ（Panthera uncia）を撮影した。
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生物多様性の劣化を示す
曲線を「上へ」 
生物多様性は地球上のすべての命を支える「インフラ」と言える。
生物多様性が生み出す自然システムと生化学サイクルは、大気、海洋、
森林、景観、水系の安定した機能を確かなものにする。それらは、
近代的で豊かな人間社会が存在し、繁栄し続ける上での必要な前提
条件に他ならない48。

しかし、現状で当然とされる方法は、生物多様性を劣化させ続けて
きた。この「従来どおり」を劇的に変えない限り、地球上の自然シ
ステムは大きく失われ、人類にも深刻な影響を与えることになる。
現在から2020年末までの間に、自然環境と人類のために、希望ある
ビジョンをもたらすいくつかの機会がある。その一つ、生物多様性
条約は、将来のための新たな目標を設定しようとしている。これらは、
持続可能な開発目標（SDGs）とともに、自然環境を保全し、生物多
様性を回復させる重要な国際的枠組みとなるだろう。

生物多様性の保全と持続可能な利用が、世界的な優先事項であるこ
とは、数多くの国際的な科学的研究と政策協定が、すでに明らかに
している。しかし、それにもかかわらず、生物多様性の世界的な劣
化は今も続いている。図12は、生物多様性条約の愛知目標など国際
的に合意された政策の約束（コミットメント）が発効して以来、自
然システムの保全がいかにうまく進んでいないかを示すものである。
しかし、将来のビジョンも提示されている。もし私たちが、より高
い目標を掲げ、これまでのやり方を変えることができれば、劣化が
続く現状を続けることなく、自然環境の回復につながる方法での取
り組みが実施できるだろう。それは、私たち人類だけでなく、私た
ちを支える自然システムにとっても、より健全で持続可能な世界を
実現するものである。
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CBD（生物多様性条約）

COP6

愛知目標
確認された傾向

推定した
今後の傾向

モデルに
基づいた予測

1970 1990 2010 2030 2050

生
物

多
様

性
指

標

「生物多様性の保全と持続可能な利
用のための国家戦略、計画、プログ
ラムを策定する。生物多様性の保全
と持続可能な利用を関連する、ある
いは分野横断的な計画、プログラ
ム、政策に統合する。」

「2010年までに達成。
現在の生物多様性消
失の率を大幅に削減
する」

国連生物多様性の10年（2011-
2020の10年間）：戦略的計画、
5つの戦略目標と20の生物多
様性ターゲット

生物多様性条約の戦略計画（2010-2020）には、2020年までに達成す
る20の愛知目標が掲げられている。しかし最近の予測は、ほとんど
の目標に成功につながる可能性は低いと示唆している49。2050年ビジ
ョンはより野心的な目標を掲げているが、そのためには2030年まで
に生物多様性の回復と下降曲線を上昇に転ずることが必要である。
黒実線は現在の傾向を示し、黒点線は現在から2030年までの推測を
示し、赤、黄、緑の点線は2030年以降の推測モデルを示す。

図10　消失率の低下または消
失の停止を目的に繰り返し行
われる約束にも関わらず、生
物多様性の低下は継続してい
る。

（Maceら　2018から3）。
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Box 1：CBDとSDGの枠組みに盛り込まれた2020
年、2030年、2050年の世界の生物多様性への約束
CBDビジョン：2050年までに、生物多様性の価値が評価され、保全され、回復され、そして
賢明に利用される。それによって生態系サービスと健全な地球が維持され、全ての人々に不
可欠な恩恵が与えられる。

	� CBD愛知目標5：2020年までに、森林を含む自然生息地の消失速度が少なくと
も半減、また可能な場合にはゼロに近づき、生息地の劣化と分断が顕著に減少
する。

	� CBD愛知目標12：2020 年までに、既知の絶滅危惧種の絶滅が防止される。と
くに最も減少している種の保全状況の改善が達成、維持されている。

	� 持続可能な開発目標
	� SDG14と15：2030年までに、「持続可能な開発のために海洋と海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する」（SDG14）。「持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、
土地劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する」（SDG15）。目標
15.5：「自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の消失を止め、絶滅危惧種を守
り、絶滅を防止する。

経済

社会

環境
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図11：つながりを作る
ヨハン・ロックストロムとパバ
ン・スクディフは、ストックホ
ルム環境研究所の科学部長カ
ール・フォークらが開発したイ
ンフォグラフィックを改良し
た。持続可能な開発のゴール
を新しい見方で紹介し、いか
にそれらが食糧につながって
いるかを提示した（クレジット：
A z o t e  o f  I m a g e  f o r 
S t o c k h o l m  R e s i l i e n c e 
Centre）。

2020-2050年へのロードマップ
自然環境の劣化は、世界が直面する最も深刻な問題の1つである。し
かし現在、それを食い止めるために掲げられている目標に対して、
具体的な行動は、劣化を食い止められるだけのものになっていない。
この章は、2018年9月14日の「Nature Sustainability」に掲載された
論文に触発される形で、このレポートの作成にあたっても議論され
た。生物多様性の消失率を示す下降曲線を上昇に転ずることが必要
である50。そのために、世界が必要としているのは、大胆で明確なゴ
ールと、自然の豊かさを維持しつつ、人類が繁栄できる水準まで、
環境の力を回復させることのできる、信頼できる一連の行動である。

このレポートの中では、2020年以降の取り組みのロードマップに必
要な、3つのステップを提案している。（1）生物多様性回復のゴール
を明確にする　（2）取り組みの進捗を測定できる適切な指標を策定
する　（3）必要な時間内に、目標を協働で達成する一連のアクショ
ンに合意する　この3つである。ここではそれぞれについて説明する。

ステップ1：生物多様性回復のゴ
ールを明確にする
生物多様性の回復に向けたロードマップを開発する第一歩は、目標
を明確にすることである。現在の生物多様性条約が示すビジョンは、

「2050年までに、生物多様性の価値が評価され、保全され、復元され、
賢く利用され、生態系サービスが維持され、健全な地球の環境を維
持し、すべての人々にとって不可欠なサービスを提供する」という
ものである。当時、この内容は将来に対する希望的ビジョンを示す
ものであった。論文「より高い目標をめざして」は、このビジョンが、
生物多様性に関するポスト2020年合意の目標の基礎となりうること、
それが具体的かつ達成可能であることを主張している。この野心的
な目標を達成するにためは、より高い実現目標であり、かつ2020年
以降も有効な目標が必要である。
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ステップ2：取り組みの進捗を測
定できる適切な指標を策定する
生物多様性の状況や、その保全の目標に向けた取り組みの進捗を把
握するには、適切な指標が必要である。生物多様性の評価には、異
なる空間スケールで、また異なる生態学的な観点に立った、多くの
要素を持つ測定が欠かせない。一般的に使用されているさまざまな
指標は、生物多様性の持つ多面的な特性を捉えているが、生物多様
性にかかる圧力の結果を示した反応もまた、さまざまである51。メイ
ス（Mace）らは、ビジョンと目標を作る上で必要な、生物多様性を
めぐる3つの重要な観点を述べ、CBDとSDG目標を使って評価でき
るかを議論している(図12)。

1）	生物種の個体群の変化：野生生物の個体群サイズの傾向は、生き
ている地球指数（LPI）のような個体群レベルの指標で得られる
54。

2）	地球規模での絶滅率：絶滅の危機に瀕している野生生物の規模は、
レッドリスト指数（RLI）によって推定されている52,53。

3）	地域の生物多様性の変化：生態系の「健全性」の変化は、生物多
様性完全度指数（BII）のような指標を使用し、特定の場所に現在
いる生物と、過去にいた生物を比較することで推測できる55,56。

ステップ3：目標を協働で達成す
る一連のアクションに合意する
環境の変化を予測したシナリオやモデルは、科学者にとって役立つ。
それは、自然環境と人々が享受するその恩恵や生活の質との間に、
どのような相互関係が存在するのか、また、代替となる行動がその
関係にどう影響するかを、視覚化し、調べることができるからである。
しかし、私たちが直面する課題は、生物多様性の回復につながる、
潜在的な経路や関係性を特定することだけではない。課題は何より、
気候変動の加速度的な影響を受けながらも、増加を続ける人口を養
い、急速な変化に対応しつつ、必要な変革を達成しなければならない、
ことである。したがって、保護区の設立や野生生物の保全計画など、
従来から行なわれてきた生物多様性の保全活動が、今後も重要であ
り続ける一方、農業開発や過剰利用といった、特定の地域に限られ
ない、大規模な生物多様性の消失や、生態系の変化を招く、主要な
問題にも取り組まなければならない。
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図12　生物多様性保全のため
の3つの指標
この3つの変化曲線は、BOX1
に示す合意に基づいて、現在
から2050年にかけての自然環
境の保全状況（世界での絶滅
リスク）、個体群の動向（個
体群サイズ）および生物の保
全状況（地域的、機能的多様
性への変化）を反映している。
これらの曲線は、自然の回復
傾向と復元の成功を表す。ま
た、これらは最近のデータと
解析に基づいているが、あえ
て近似的なもので、数値から
導き出してはいない（2018年、
Maceらから50）。

絶滅危惧種

全ての野生生物種

凡例

上の2つのグラフは絶滅危惧
種とすべての野生生物種、双
方を示す線を表している。種
の絶滅を防ぐことは、現在の
愛知目標の目標12として掲げ
られており、自然保護の成功
または失敗の絶対的な尺度で
もある。

エコリージョン

バイオーム

凡例

下のグラフには、バイオーム
（生物群系）を含めている。
バイオームごとの変化を追跡
することは、愛知目標5に不
可欠である。また、エコリー
ジョン（生態域）の折れ線も
ある。これは目標11の中で、
保護地域の構成要素の一部と
して採用され、世界の異なる
場所での生物多様性が確実に
等しく表されるようにするた
めのものである。（これらの
目標すべてについての詳細
は、BOX1を参照 ）。
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未来への道
人類が生き残れるかどうかは、地球の自然システムがどうなるか次
第であるとする根拠は、日増しに強くなっている。しかし、私たち
は目下、驚くべき速さで、健全な自然を破壊し続けている。生物多
様性の消失を阻止する努力はうまくいかず、仮に上手く行っても、
これまでのやり方では、減少が続くことも明らかである。そのため、
私たちは世界中の環境保全に関係する人々や科学者と共に、生物多
様性の消失下降曲線を、大きく変えるという、極めて野心的な国際
合意を求めている。自然と人類のための新しい国際合意である。個
人から社会、国、企業まで、あらゆるレベルの意思決定者たちは、
人類と自然が繁栄できるビジョンを実現するために、正しい政治的、
財政的、消費選択を推進する必要がある。このビジョンは、私たち
全員が強力なリーダーシップを発揮することで実現できる。

議論のあり方を変える「自然とは、私たちにと
って唯一の家である」

「生きている地球レポート」は、私たちがどれくらいの自然を失って
いるかを、明らかにしてきた。地球の自然が私たちの社会にとって
の基本である、とする研究や政策論文とも、同じ結論である。

生きている地球指数は、いかに自然が失われているかを示している。
1970 ～ 2014年の間に、生物の個体群サイズは60%減少した。また、
現在の絶滅の速度は過去と比べて100 ～ 1000倍に高まっている(人間
が与える影響が明らかになる前と比べて)。他の指標も、劇的な減少
という同様の結果である。

しかし、地球上の何百万もの野生生物の未来に、世界の指導者たち
はいまだ十分に注目していないと思われる。少なくとも、大きな変
化が必要だと、彼らが認識するほどには。
私たちは、国も民間も、改善への対策を早急にとる必要がある。行
政および企業などの意思決定者たちには、もはや従来どおり、とい
う選択肢はない。
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今から2020年までの１年間に、世界の指導者は、気候変動や持続可
能な発展について重要な決定を行う。私たちは、もっとも野心的な
取り組みに向けての歴史的な機会を与えられている。それは、2050
年までの、生物多様性と人類にとっての具体的な計画である。生物
多様性の消失の曲線を上向きにすることは、2030年までに自然の消
失を回復させる生物多様性のための新たな枠組みとともに、中心的
な課題である。この取り組みは、自然にとってだけでなく人類にと
っても必要なものである。自然システムの低下を回復させるには、
2030年までに持続可能な発展目標と気候変動のパリ協定を達成する
ことが重要である。

自然と人類のための新たな国際的取り決め

この道筋への貢献の中で、WWFは、約40の大学、保護団体、政府
間組織と協力して、研究活動「生物多様性消失の曲線を曲げる」取
り組みを目指している。

モデル化やシナリオは最善の道筋を示すのに有効である。この重要
な作業は、将来の設計を考える時に、生物多様性という視点をきち
んと組み込んで行なうものである。それは、自然と人類の双方にと
って良い解決策を見つけることに役立つ。これらの新しいモデルは
将来の「生きている地球レポート」の土台となる。

WWFはこの取り組みに挑戦する人々の一員であることを、誇りに
思っている。私たちは皆、この大きな挑戦を受け入れる必要がある。
自然への最大の脅威を、関連性でつなぎ合わせ、正しく理解するこ
とは、それをよりよい形で改善し、環境を保全できることを意味し
ている。あまり時間は残されていない。

私たちは、自然の価値と私たちが自然に及ぼし
ている大きな影響を明確に把握している最初の
世代である。我々はまた、この傾向を逆転させ
る行動をとれる最後の世代かも知れない。今か
ら2020年までが歴史上、決定的な瞬間になる。
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生物の多様性
生きている地球指数は、脊
椎動物4,005種の16,704個体
群のデータにもとづき、生
きものの豊かさを測るもの
で、1970年と比べて60%減少
した。

自然
私たちにとって、生物の多様性
は、健康、福祉、食料や安全保
障をもたらす必要不可欠なもの
であり、そのうえに経済の持続
性や政治の安定が成り立って
いる。

さらに上に
生物多様性の消失を回復さ
せるためには、明確で野心
的な目標を掲げて、人類と
自然の新たな取り組みをす
すめなければならない。

脅威
現在の生物多様性の消失の最大
の原因は、増え続ける消費によ
る過剰利用と農業である。
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私たちはWWFです
人と自然が調和して生きられる未来を目指して、
地球規模の変化を食い止めるさまざまな活動を実践しています。
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